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46. 区域区分制度下における市街化の動向に関する基礎的研究
人口密度とその変化在中心とした考察

A Study on the Characteristics of Urbanization under UPA & UCA 

本 **
O大坂谷音行横山浩

YoshiY1企 Ohsakayaand Hiroshi Yokoyama 

As one of measures of urban land use control， city plans of Urbanization 
Promotion Area (UPA) and Urbanization Control Area (UCA) were introduced 
in the City Planning Act 1968. This study is to analyze the characteristics 
of urbanization during ten years after the application of UPA and UCA. The 
characteristics were as follows: densi七yof popula七ion，increasing degree 
of that， ratio of agricultural land use， achievemental rate of planned 
population， average lot size of residence and 80 for七h.

1.研究の目的

昭和43年の都市計画法の全面改正によって創設され
た r都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区

域区分する制度J (以下，区域区分制度という)が施

行されてから既に10年以上が経過し，この間， 本制度

は我国の都市地域の市街化に様々の影響を与えている。

昭和45-46年の当初設定時から10余年聞は，いわば.

本制度を定着させた期間とみることができるが，他方

では本制度が目標とした理念と現実との事総から，区

域区分の方法，或いは制度そのもののあり方を巡って

論議が行われている。また，区域区分の見直しを行っ

た都市計画区域も少なくない。

しかしながら，区域区分制度下における市街化の実

態については必ずしも十分な調査が行われていなかっ

た。本研究は区域区分制度下における市街化の実態を

人口密度や土地利用現況等から明らかにし.同制度の

効果や問題点を把握するとともに.今後の同制度の運

用のあり方及び区域区分の見直しにあたっての考え方

を検討するのに資することを目的としている。

2.使用データと区域区分

昭和57年4月に建設省都市局都市計画課は，都道府

県の都市計画所管課の協力を得て r市街化区域及び

市街化調整区域の区域区分制度に関する実態調査』を

実施し，各県から提供されたデ タのファイル化及び

集計作業は建設省建築研究所第六研究部都市計画研究

室が担当した。向調査は当初の区域区分から10年余が

経過しているのに，全国的な調査が行われていなかっ

たことから，昭和45-55年の市街化の実態を把握する

とともに区域区分制度の評価を行うことを目的として

いる。従って区域区分別のデ タは当初設定時のもの

であり，その後の見直し作業等による変更を行った現

在の区域区分のものではない。昭和57年3月末日現在

で，市街化区域設定済都市計画区域は全国で 319区域

あるが.50年代になって区域区分をした都市計画区域
等のデ タの不備な15区域を除いた残りの 304区域(

関東地域では 134区域)を本研究の対象とした.

また，市街化の実態をより的確に把握すること及び

区域区分制度等の効果を検討するため，法定の区域区

分を更に次のように区域区分している。

当初設定時の市街化区域を次のように分けた。

①既成市街地:都市計画法施行令第8条の区域

②面整備区域:既成市街地を除いた市街化区域のうち

画整備事業済及び事業中の区域

③未整備区域:既成市街地を除いた市街化区域のうち

函整備事業が行われていない区域

当初設定時の市街化調整区域を次のように分けた。

④大規模開発地.市街化調並区域のうち20ha以上の大

規模住宅地開発事業が施行済及び施行中の区域

③一般調護区域:市街化調並区域から大規模開発地を

除いた区域

以上の区域区分別に都市計画区域単位で面積.45年

と55年の人口と世帯数が得られた他，法定の2区域区

分について土地利用用途別面積が得られた。本研究の

*正会員**正会員 建設省建築研究所第六研究部都市計画研究室 (Building Research Institute) 
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使用データの大半は前記の実態調査に基づくものであ

るが，その他に都市計画年報から補間法により算定し

た市街化区域の55年計画人口なども用いた。

3.構成市町村数と市街化区域面積
都市計画区域には単独の市町村の区域と複数の市町

村で構成されている区域がある。本研究で対象とした

304区域をみると，単強のものが過半数を超える169

区域. 2-3市町村のものが64区域と多く. 4-5市

町村のものが38区域. 6-9市町村のものが21区域で

10以上の市町村で構成されるものが12区域となってい

る。次に当初設定時の市街化区域面積の規模別都市計

画区域数をみると.1000ha未満が75区域と最も多く，

次に1000-2000haが65区域と多い。市街化区域面積が

10000ha以上のものは最大の東京(特別区 56445hal

を含めて24区域であった。市街化区域面積は東京や大

阪などの大都市が当然ながら大きいが，それらの通勤

圏にある都市計画区域の多くが単独の市町村から成り，

その行政区域面積も大きくなく，逆に地方圏では中心

都市とその周辺市町村で構成された広域的な都市計画

区域が多いことにより，市街化区域の平均面積は地方

圏の方が大都市圏よりも大きい。次に市街化区域面積

比率(都市計画区域面積に対する市街化区域面積の割

合)は全国が26.6%.三大都市圏が36.0%.地方圏が

20.9%であった。同比率が70%以上の都市計画区域は

42区域あり.それらはすべて三大都市圏にある。

本研究の対象とした市街化区域設定済都市計画区域

は構成市町村数や市街化区域の面積規模や商積比率に

限っても.都市計画区域によってかなり異なることを

認識した上で.以下，人口密度とその変化を中心に市

街化の動向を考察した。

4.全国の市街化の動向

全国(304区域の合計.以下同様)でみると，都市

計画区域面積の26.6%を占める市街化区域に55年人口

の86.1%が住んでいる。また，面積では12.1%にすぎ

ない既成市街地に55年人口の59.0%が住んでいる。面

積で73.4%を占める市街化調整区域に55年人口の13.9

%に当る1154万人が住んでいる. (表一1) また，

同表から市街化区域の55年人口密度(グロス.以下同

様)は57.8人/haで45年より 8.2人/ha上昇している。

一方， 市街化調整区域の55年人口密度は 3.4人/haで
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45年より 0.6人/ha上昇している。なお，既成市街地

の55年人口密度は87.2人/haで，新市街地の2倍以上

であるが.45年よりも 0.9人/ha低下している。ただ

し.既成市街地でも世帯数密度は上昇している。

次に表 2は45年と55年の市街化区域人口密度及び

10年間の人口密度変化の階級別都市計画区域数を示す

が.45年人口密度は30人台が80区域と最も多く，次に

20人台が67区域と多い。 55年人日夜度は30人台.40人

台がともに64区域ずつで最も多い。また.45年及び55

年ともに市街化区域人口密度が70人/ha以上の都市計

画区域はすべて三大都市圏にあり，地方圏にはひとつ

も存在しない。 55年市街化区域人口密度は三大都市圏

が71.7人/ha.地方閣が43.2人/haであり，前者は最

高の東京(148.0人/halから10人/ha未満までと分

布範囲が広く，後者はすべて70人/ha未満で分布範囲

が狭い。人口密度変化は三大都市圏が 9.9人/ha.地

方圏が 6.2人/haの上昇である。階級別の都市計画区

域数は全国でみると. 5-10人/haが82区域と最も多

く，次に 0-5人/haが77区域と多い。また.25人/

ha以上の上昇を示した都市計画区域は36区域あり，す

べて三大都市固にある.他方.市街化区域人口密度が

低下している都市計画区域は全国で14区域あった。

既成市街地の55年人口密度は三大都市圏が 104.7人

/haに対して，地方図は65.5人/haである。既成市街

地では三大都市圏.地方図ともに45年よりも人口密度

が低下しており，特に地方圏では70人/haにも達しな

い段階で低下していることは.世帯数密度の方は上昇

していることと共に注目に値する。なお，市街化区域

に対する既成市街地面積比率は三大都市闘が49.1%.

地方閣が41.1%であり.同比率が90%以上の10区域は

すべて三大都市聞にある.また，当初設定時に既成市

街地が存在しなかった都市計画区域数は19区域である.

5.区域区分制度{線引き)の効果

市街化を推進すべき区域と抑制すべき区域に分ける

区域区分制度の主旨に照らして，区域区分(線引き)

の効果をみるには増加人口がどこで収容されたか，が

重要である。当初の区域区分は.45-46年頃に行われ

た都市計画区域が多く.ここでは45-55年の収容対象

人口の収容率から効果を検討した。表 lに示したよ

うに全国の既成市街地人口は減少しているので，都市

計商区域の増加入口と既成市街地の減少人口の和(こ



れを収容対象人口と定義する)は.面整備区域，未釜

備区域，大規模開発地及び一般調整区域の増加入口の

和と等しくなり，これら4区域の増加入口を収容対象

人口で寄jり，100をかけたものを収容率とすれば，都市

計画区域の面積の14.5.%を占める面整備区域及び未整

備区域で83.2%が収容されている。面積で72.9%を占

める一般調整区域の収容率は12.9%にすぎない。また.

一般調釜区域の収容人口(増加入口)は，165万人であ
表一 l 全国の区域区分別デ タ

当初設定 当初設定時町市街化区域 当祖設定時町市街化調並区域
区域区分

当初設定 当初設定時四既成市街地(施行 大規模住 大規模住
時町既成 令第B条の区域}以外町区域 宅地開発 宅地開発

時白都市 市街地( 地(事章 地(事業
都市計画 面整備事 菌整備事 中を含み 中そ含み
法施行令 主済及び 童が行オコ 初回以上 初ha以上

デタ項目(単位) 第8条の 事重中の れていな ! の区域) }以外白
計画区域 区域)① 区域 ② い区域③ @ 区域 ⑤ 

面 積 (ha) 必54180 12367幻 561412 即日15 お9733 必お82 3417453 Z沼:n 3おお16
面積構成比 (%) l∞.0 26.6 12.1 14.5 5.2 9.4 73..4 0.5 72.9 

55年人口 仏) Bぬ羽%。 714879π 48969521 22518456 8226707 14291749 1154怨邸 52!釘n11013306 
日年人口構成比 (%) l∞.0 86.1 59.0 幻.1 9.9 17.2 13.9 0.6 13.3 

45-臼年司人口増減数以) 12:詔I虫E 101:r7121 一誕百254 10623375 5回3422 498鈎53 2144785 498613 1646172 

45-日年の収容車 (%) 83.2 44.1 39.1 16.8 3.9 12.9 

45-55年町人口増減車(%) 17.4 16.5 1.0 89.3 217.2 53.6 22.8 1605.1 17.6 

45年人口密度 (人/ha) 15.2 49.6 羽 l 17.6 10.8 21.4 2.8 1.3 2.8 
55年人口密度 〔人/国) 17.8 57.8 87.2 33.3 34.3 32.8 3.4 22.2 3.2 
人口密度褒化 (人/ha) 2.6 8.2 - 0.9 15.7 幻 5 11.5 0.6 20.9 0.5 

45年世帯数密度(世帯/回) 4.2 14.2 25.6 4.6 2.8 5.6 0.7 0.3 0.7 
日年世帯数密度(世帯/h司 5.7 19.0 29.6 10.1 0.9 6‘2 0.9 
世帯数密度変化{世帯/ha) 1.5 4.8 4.0 5.5 7.7 4.2 0.3 5.8 0.2 

表-2 人口密度及び人口密度変化の階級別都市計画区域数

昭和45年 昭和田年 昭白和人4口5密年度-5変5年化 都市計画区域数

人口密度 都市計画区域数 都市計画区域数 三大
以上未満 全国 都市圏 地方圏

三大 三大
以上未満 全国 都市圏 地方圏 全国 都市圏 地方圏 ~ー10人/ha 3 3 。

。-10人/ha 9 l B 5 2 3 -10--5人/ha l l 。

10-却人/回 26 1 6 1 0 5 2 3 -5- 日人/ha 1 0 3 7 

加~犯人/ha 6 7 3 6 3 1 2 8 5 23 。- 5人/ha 77 2 5 5 2 

却-40人ハla 80 4 7 3 3 6 4 3 2 3 2 5-10人/ha 8 2 40 4 2 

40-50人/ha 46 2 2 24 6 4 2 9 3 5 10-15人/ha 4 9 3 9 1 0 

50-印人/ha 3 2 20 1 2 47 3 1 1 6 15-加入/ha 2 8 2 1 7 

ω-70人/ha 1 5 1 3 2 3 2 2 4 8 20-お人/ha 1 8 1 6 2 

70-鈎人/加 7 7 。 20 20 。 25-30人/ha 1 6 1 6 。

鈎~叩人/ha 9 9 。 1 4 1 4 。 30-35人/ha 1 1 1 1 。

鈎-1∞人/haI 3 3 。 1 2 1 2 。 お-40人/ha 6 6 。

100人/回以上 1 0 1 0 。 1 3 1 3 。 40人/ha以上 3 3 。

合 計 3 0 4 1 8 4 1 20 304 1 8 4 1 20 合 自十 3 0 4 1 8 4 1 2 0 

L主一度人/国 49.6 36.8 57.8 71.7 43.2 人口密度変化 8.2 9.9 6.4 

{註〕三大都市圏は東京都，神奈川県.埼玉県千葉県，霊知県，三重県，大医府，京都府，兵庫県及び奈良県であり，
地方曹は三大都市圏以外由選県である.
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るが，その内訳は経過措置によるものが40万人余，自

然増加が約 111万人，社会増加が14万人となる。従っ

て市街化を抑制すべき一般調型車区域の収容率が小さい

こと及び増加人口の内訳で社会増加が少ないことから

みて.区域区分制度はその目的に照らしでかなりの効

果があった，と評価できょう。なお，同様に三大都市

閣と地方閣の一般調整区域の収容率を算定すると前者

が11.1%.後者が15.4%であった。

6.面釜備事業の効果
市街化区域は土地区画整理事業等の商事E備事業によ

り，基盤整備を行い，市街化を推進すべき区域である。

函整備事業についてはピルト7ップが計画に比べて遅

れている地区が少なくないなどの問題点もあるが，こ

こでは函整備事業の有無による人口密度の上がり方の

差異から相対的な効果を検討した。表一lに示したよ

うに.45年人口密度は未整備区域の方が高かったが，

55年人口密度は商護備区域の方が高<.逆転している。

即ち. 45~55年の人口密度変化は商整備区域が23.5人

/haの上昇に対し，未D:備区域は11.5人/haの上昇で，

面整備事業の有無によって市街化のスピードに差異が

みられる。収容率をみると，商積が約24万haの函整備

区域が44.1%であるのに対して，面積が43万余haの未

整備区域は39.1%である。大規模開発地は45年人口密

度が1.3人/haと， 一般調整区域よりも低いが.55年

人口密度は22.2人/haで.10年間に20.9人/ha上昇し

ており.未登備区域の上昇を上回る.三大都市圏の人

口密度の上昇は，面釜俄区域が30.6人/ha.未整備区

域が13.6人/ha.大規模開発地が25.9人/haで.全国

よりも面護備事業の効果が顕著である。地方圏の人口

密度の上昇は.面登備区域が16.4人/ha.未整備区域

が 9.6人/ha.大規模開発地が18.1人/haである。地

方圏では45~55年に人口密度の逆転には至らなく，未

整備区域 (28.1人/ha)の方が画整備区域 (25.9人/

ha)よりも55年人口密度が少し高い。

新市街地の商整備率 (u)を次のように定義する。

u=  (S2+S4) + (S2+S3+S4) x100 

ただし. S 2は面釜備区域の面税 S 31ま未整備区

域の面積. S 4は大規模開発地の面積である。

新市街地の函整備率(u)は全国が37.7%.三大都

市闘が38.9%.地方図が36.6%である。

また.S2. S3. S4の55年人口を各々.P 2. 
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P 3. P 4とすれば，計画的(面整備済)新市街地に

住む人口の割合 (w) は，

w= (P2+P4) + (P2十P3 + P 4) x 100 

となり，全国カ~38.0%. 三大都市圏が41. 0%. 地方図

カ~34.1%である。

人口密度の上がり方からみて面整備事業の効果ば認

められるが，問題点として，基盤整備が必要な新市街

地の商整備率が40%に満たなく，即ち，未整備区域が

新市街地の60%以上の面積を占め.ほぽ同率の人口が

そこに住んでいること，面整備事業の有無による差異

が当初に予想した程には顕著でないこと，事業のやり

易さ(用地取得の容易さ)から面整備事業を行う区域

が当初 (45年)の人口密度が低いところで行われ，当

初時点で相対的に人口密度が高いところが未整備のま

ま残されたことが指摘される。また，基盤整備を行い.

市街化を推進すべき市街化区域(特に新市街地)が函

整備事業量に比べて広すぎることや，面整備事業後の

速やかなビルトアップを保証する手法に欠けることも

問題点として指摘される。

7.関東地域の市街化の動向

関東地域の 134区域の市街化の動向を首都圏鐙備法

で云う既成市街地(東京.武蔵野，三鷹，川口，横浜

及び川崎).近郊整備地帯(103区域) .都市開発区

域 (20区域)という地域区分，密接関連区域(岡部，

本庄)と工業整備特別地域(以下，工特と略す，鹿島

臨海.潮来.牛堀}に対応させて考察した。なお.近

郊整備地帯は10km幅で~lí島世帯別に集計した。表- 3 は

関東地域の区域区分別の55年人口密度及び人口密度変

化などを示し，表-4は市街化区域の土地利用用途別

構成比などを示している。

55年市街化区域人口密度(人/haを省略)は関東地

域が68.7で全国より10.9高く，地域別にみると既成市

街地が 118.2.近郊整備地帯が58.8.都市開発区域が

32.9.密接関連区域が43.1.工特地域が 9.7である。

同密度を近郊整備地帯についてRlí書世帯別にみると10~

20km圏が82.2.20~30km圏が71.7. 30~40km圏カ~53.0.

40~50km圏が50.4. 50~60km圏が47.1で東京から遠く

なると人口密度が低くなっている。ただし. 60~70km 

圏は51.8であり.70km以上園は26.8である。

次に55年人口密度と人口密度変化を5区域区分でみ

ると，既成市街地①は，近郊整備地帯 (50~60km圏を



表-3 関東地域の区域区分別の人口密度と人口密度変化など

医師柚①|曜償問② |未登備区場③ |大畑開発地@ 一般調室区域③ 市街化 既成市 新市街
区域面 街地面 地の面

畔人|吋辞人|人口密胤吋|昨人人口密 55年人人口密 境比率 積比車 登備車
口密度度変化口密度度定化口密度度表 口密度度変化 口密度度霊化 % % H 

既成巾街地 l制|口| 的.41 56.9 49.3 4.8 17.9 17.9 10.5 l.41例。 75.8 52.0 

10-初回 55.8 41.9 54.0 16.6 7.7 2.2 73.9 47.1 46.7 
近
20-30回 96.0 57.2 幻.7 臼.4 24.0 46.5 41.6 8.4 2.5 54.2 41.6 24.7 

郊

山 42.5初-40回 77.0 32.7 42.1 18.4 34.2 29.5 4.8 1.2 幻 s 31.0 お 9
楚
40-初回 42.7 30.8 39.9 16.1 19.1 17.9 3.4 0.5 24.5 24.8 33.4 

信

民 31-8.1 1 回-60回 34.0 22.0 38.5 17.2 0.0 ー1.3 4.4 0.6 17.5 19.8 24.7 
地
ω-70回 75.5 36.9 17.0 3l.4 1.0 0.6 19.8 45.0 19.0 

帯
70回以上 14.4 24.7 18.5 18.5 2.4 0.1 17.3 19.8 58.4 

都市開発区域 59.7 2.3 22.3 8.8 お 2 2ll.5 お 9 3.5 0.4 18.2 24.6 38.8 

密態関連区域 70.5 -17.6 30.0 7.8 幻 6 14.3 4.7 0.3 15.4 19.5 14.8 

エ特地主宰 7.5 2.7 1.9 15.7 4.8 5.3 5.3 3.3 0.6 26.5 6.5 72.2 

関東醐I1即 -0.4 40.4 泊 51 14.1 24.5 包.5 4.2 42.2 38.0 

ニ大都市圏 104.7 -0.5 42.7 30.6 38.2 13.6 27.3 お.9 4.1 0.7 ぉo1ωl 調 9

地方圏 65.5 -l.4 25.9 16.4 2ll.1 9.6 19.4 18.1 2.8 0.3 加.9 41.1 36.6 

全 国 訂 2 -0.9 34.3 23.5 32.8 11.5 22.2 20.9 0.5 iお.6 45.4 幻 7
{註j人口密度と人口密度変化の単位は人/田である

表-4 市街化区域の土地利用用途別構成比，計画人口逮成率及び世帯当り住宅地面積

農地 山林 宅 地 公共縫設帯用地 その他 55年計 世帯当
原野 画人口 地り住宅
住宅地 商業主 工業地 空地そ 道路 公園緑 河川水 鉄道空 達成事 面積

何 % % 務地% % 町他珂 % 地珂 面%港% % % d 

既成市街地 6.4 5.0 34.4 14.1 8.2 4.3 12.8 2.5 1.7 0.7 9.9 宮7.7 79 

10-20回 15.7 1.5 33.5 7.3 8.7 12.4 10.1 1.5 0.6 0.6 8.1 99.4 124 
近
初-30回 19.1 5.1 36.6 8.7 3.9 2.9 7.9 1.1 0.5 0.8 13.4 99.7 166 

郊
30-40k. 16.5 8.4 31.5 7.4 10.5 8.4 8.0 1.2 0.8 1.0 6.2 92.4 191 

益
40-50k. 16.0 15.0 32.3 6.5 8.3 5.2 8.5 1.3 0.8 0.9 5.0 86.4 227 

舗
50-ω回 22.3 5.0 35.7 3.8 9.2 3.3 8.0 2.0 1.4 2.0 7.4 91.1 百迫

地
ω-7倣E お 3 3.5 32.8 8.8 7.1 2.9 9.1 2.6 2.1 5.7 百珂

帯
70回以上 5.7 3.1 鈎 2 4.4 32.7 12.9 5.4 1.0 0.9 1.4 3.3 69.7 422 

都市開発区域 幻 7 6.8 30.5 10.1 10.9 5.8 7.2 1.5 0.6 1.0 1.8 78.1 3泊

密接関連区域 24.0 0.1 44.9 4.3 7.2 0.0 8.6 0.5 。。 1.6 8.8 10l.4 375 

工特地域 8.0 9.8 14.3 4.0 32.3 12.0 6.3 1.8 6.2 0.4 4.5 37.8 513 

関東地域 15.4 7.1 32.8 9.5 9.4 5.8 9.2 1.7 1.1 0.9 7.1 1ω2 145 

三大都市圏 15.1 6.6 お 4 7.0 10.1 4.2 10.2 1.9 2.6 。.9 7.9 95.8 l叫
地方図 18.0 8.5 羽 8 6.8 9.9 6.5 9.7 1.8 2.3 1.3 4.9 関.3 247 

全 国 16.6 7.6 32.1 6.9 5.4 9.9 1.9 2.4 6.2 92.3 180 

(註)密接関連区域は都市計画法政令附J!iJ第4条第3号に結当する都市計蘭区域である.
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除く)と工特地唆で密度が上昇しているが，他は全国

と同様に低下している。面繋備区域②と未j&備区域③

との比較では市街化区域面積の32.2%を工業地が占め

る工特地域を除き，人口密度の上昇は全国と同様に前

者が後者よりも大きい。特に面整備区域の人口密度の

上昇は首都圏整備法の既成市街地，近郊整備地帯(距

離帯別) .都市開発区域の順に大きく，東京からのali

縦が大きくなると鈍化している。未整備区域の人口密

度の上昇は近郊麓備地帯の20-30km圏が24.0と最も大

きい。

8.市街化区域の土地利用

市街化区域の土地利用を関東地域でみると，全国，

三大都市圏，地方圏と比較してあまり差がなく，むし

ろ関東地域内部の差の方カ〈顕著である。農地率は既成

市街地が 6%.近郊整備地帯 00-40km)が15-20%.

近郊整備地帯 (40-60km)と都市開発区域が20-25%

である。住宅地率は密接関連区域.工特地域及び近郊

整備地帯 (70km以上)を除き.30%台であまり差がな

い。住宅地率はあまり差がないのに人口密度が地域に

よって異なるのは世帯当り住宅地面積が異なることが

一因となっており.55年人口密度と世帯当り住宅地面

積の相関係数は-0.672であった。世帯当り住宅地面

積は既成市街地で79rr1で東京からの距織とともに大き

くなる。(ただし.50-60km固と60-70km図は逆転し

ている.) 商業業務地率は既成市街地が14%と最も

高<.次に都市開発区域が10%と高く，近郊整備地帯

は全国より高い距離帯もあるが，関東地域の数値を下

回る。工業地率は鹿島臨海を含む工特地域と近郊鐙備

地帯の70km以上園(袖ケ浦など3区域)がともに32%

台で著しく高い。道路率は既成市街地が高<.都市開

発区域が相対的に低くなっている。

また，文献(1)から当初設定時の農地面積.49年前後

の土地利用がわかるので補正等を行った結果.45-55 

年に市街化区域では1年当り11千haの農地が減少し.

7千haの住宅地が増加したこととなるが，農地の減少

と住宅地の増加のテンポは鈍化してきている。

9.問題点と今後の課題
(1) 10年間の増加入口の大部分を市街化区域内の新市

街地に収容し，区域区分制度はスプロールの防止等に

効果を発揮した。しかし，地方図，近郊整備地帯，都
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市開発区域などにおいて市街化区域の人口密度が当初

設定時の最低想定密度(グロスで55人/ha)を下回る

都市計画区域が多く.かつ，今なお，相当量の農地が

残存していることからみて，市街化区域が大きめに設

定されたケースが多いことは否めない。

(2) 単純化して考えると，市街化区域面積は目標年次

の計画人口を基準密度で害IJったものとなる。市街化区

域の55年計画人口達成率をみると，大都市近郊の人口

急増都市を除くと大部分が 100%未満であり，このこ

とは計画人口が過大であったと云えよう。計画人口が

県の長期計画等の将来フレームを受けて決められる場

合.地元の願望的要素や政策効果への期待から過大と

なる傾向があり，このことは人口密度を低くする。計

画人口達成率が低くなった背景として，当初設定時は

45-46年で石油危機以前であったことも指摘できょう。

工特地域や都市開発区域の計画人口達成率が低いこと

は石油危機以降の低成長下で，工業開発→人口増加と

いう図式が期待した程ではなかった，といえよう。大

都市近郊の面積が小さい都市計画区域(大部分は単独

市町村)単位では10年後の人口を適正に怨定すること

がかなり困難なことも指摘される。相当規模の宅地開

発の有無や終了年次や進捗状況によって目標年次の人

口は変動が大きく，妥当な計画人口を決めにくい。こ

のことは適正な規模の市街化区域の設定にとって大き

な問題でもあり，都市計画区域の設定(構成市町村)

の妥当性を検討することも必要であろう。

(3) 基準密度は55年人口密度に比べて高自に設定され

ており，今後の見直し等に際しては区域区分や地域区

分による人口密度の上り方，世帯当り住宅地面積，農

地の残存状況等を考慮、して各都市計画区域の市街化の

実情に応じて適正な値を設定する必要がある。

(4) 既成市街地(都市計画法施行令第8条の区域)の

人口減少は大部分が住み替え人口であり，市街化区域

(実質的には新市街地)の収容人口は目標年次までの

増加入口に既成市街地からの住み替え人口を加えて検

討する必要がある。

(5) 土地利用については今後，用途別の変化の 10表

の検討，造成中地や未利用地の実態の検討，農地の規

模別分布状況と市街化の関連性の検討を進めていきた

い，と考えている。

文献(1)横山浩，原田寛明 0977年) ・市街化区域制度

の現状と課題 r都市計画J92号PP.4-12


